
第23回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

⑴ 連結計算書類の連結注記表

⑵ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、インターネッ
ト上の当社ホームページ（http://www.jes24.co.jp）に掲載することにより、株主の
皆様に提供しております。

ジャパンエレベーターサービスホールディングス株式会社

表紙



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　10社
・連結子会社の名称

ジャパンエレベーターサービス北海道株式会社
ジャパンエレベーターサービス城南株式会社
ジャパンエレベーターサービス城西株式会社
ジャパンエレベーターサービス神奈川株式会社
ジャパンエレベーターサービス東海株式会社
ジャパンエレベーターパーツ株式会社
ジャパンエレベーター・キャリアサポート株式会社
JAPAN ELEVATOR SERVICE HONG KONG COMPANY LIMITED
Japan Elevator Service India Private Limited
JAPAN JINDAL ELEVATOR SERVICE PRIVATE LIMITED

（注）JAPAN JINDAL ELEVATOR SERVICE PRIVATE LIMITEDについては、当連結会計年度において新
たに設立したため、連結の範囲に含めております。

⑵　持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　２社
・会社の名称　　　　　　　　　Joint Venture Ltd.

Lighthouse Elevator Engineering Limited.
・持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちJAPAN ELEVATOR SERVICE HONG KONG COMPANY LIMITEDの決算日は12月
31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
　また、Japan Elevator Service India Private Limited、JAPAN JINDAL ELEVATOR SERVICE 
PRIVATE LIMITEDの決算日は３月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、直接の親会社である
JAPAN ELEVATOR SERVICE HONG KONG COMPANY LIMITEDの決算日である12月31日現在の仮決
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算に基づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行って
おります。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産
仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

原材料
　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。

貯蔵品
　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用しております。
（ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、
並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっており
ます。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年～50年
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品

２年～６年
２年～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており
ます。

ハ．リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結
会計年度負担額を計上しております。
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④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ロ．重要な外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日（仮決算日を含む）の直物
為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

ハ．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い「平成28年度税制
改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報
告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年
４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を
定率法から定額法に変更しております。
　なお、この変更に伴う連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用
指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しており
ます。

３．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

①　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「流動資産」の
「原材料」は、当連結会計年度において新たに貯蔵品が生じているため
「原材料及び貯蔵品」に科目名を変更しております。
②　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「流動資産」の
「未収入金」（当連結会計年度は102,679千円）は、金額的重要性が乏
しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めております。
③　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「固定負債」の
「資産除去債務」（当連結会計年度は108,458千円）は、金額的重要性
が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めております。

（連結損益計算書）
前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「受
取賃貸料」（当連結会計年度は1,603千円）は、金額的重要性が乏しく
なったため、当連結会計年度より「その他」に含めております。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物及び構築物 152,136千円
土地 136,392千円

計 288,528千円
②　担保に係る債務

社債 400,000千円

⑵　当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約
　当社は、効率的で安定した運転資金の調達を行うため、取引銀行との間で当座貸越契約及び貸出コミット
メントライン契約を締結しております。当連結会計年度末におけるこれらの契約に基づく借入未実行残高等
は次のとおりであります。また、貸出コミットメントライン契約には、純資産及び利益について一定の条件
の財務制限条項が付されています。

当座貸越極度額及び貸出コミットメントラインの総額 4,300,000千円
借入実行残高 1,870,000千円

差引合計 2,430,000千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,015,000株
⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 37,318 470 平成28年３月31日 平成28年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 80,120 8 平成29年３月31日 平成29年６月30日
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループの金融商品に対する取組は、資金運用は短期的な預金等に限定し、資金調達については、
銀行借入等による方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。
　投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクにさらされております。
　敷金及び保証金は、主として新規営業所に賃貸物件を利用する際の貸主に対して差し入れる敷金・保証
金であり、貸主の信用リスクにさらされております。
　法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払額である未払法人税等並び
に消費税の未払額である未払消費税等は、そのほぼ全てが２カ月以内に納付期限が到来するものでありま
す。
　営業債務である未払金及び買掛金は、１年以内の支払期日のものであり、主として国内取引に係るもの
であります。
　短期借入金は、主に短期的な運転資金に係るものであり、長期借入金及びリースは、主に設備投資に係
るものであります。社債は、主にＭ＆Ａに係るものであります。
　また、営業債務や借入金及び社債は、流動性リスクにさらされております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに取引先ご
との信用状況を把握する体制としております。
　敷金及び保証金は、取引先ごとの残高管理を行うとともに取引先ごとの信用状況の把握に努めており
ます。
ロ．　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については定期的に時価等の状況や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しており
ます。
ハ．　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループでは、キャッシュマネジメントシステムを導入しており、親会社がグループ全体の資金
繰計画を作成するなどの方法により管理しております。また、当社は取引銀行との間で当座貸越契約及
び貸出コミットメントライン契約を締結しており、機動的に資金調達が可能となる体制を整えておりま
す。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
⑴ 現 金 及 び 預 金 1,140,146千円 1,140,146千円 －千円

⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,721,711 1,721,711 －

⑶ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 7,000 7,000 －

⑷ 敷 金 及 び 保 証 金 373,474 359,967 △13,507

資　産　計 3,242,333 3,228,826 △13,507

⑴ 買 掛 金 323,546 323,546 －

⑵ 短 期 借 入 金 2,010,200 2,010,200 －

⑶ 未 払 金 340,319 340,319 －

⑷ 未 払 法 人 税 等 142,923 142,923 －

⑸ 未 払 消 費 税 等 114,571 114,571 －

⑹ 社 債 400,000 400,777 777

⑺ 長 期 借 入 金
(１年内返済予定の長期借入金含む) 507,000 507,022 22

⑻ リ ー ス 債 務
(１年内返済予定のリース債務含む) 531,665 532,257 592

負　債　計 4,370,227 4,371,619 1,392

　（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
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(3）投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。
(4）敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値によっ
ております。

負　債
(1）買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払法人税等、(5）未払消費税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
(6）社債

　社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引い
た現在価値により算定しております。
(7）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）、(8）リース債務（１年内返済予定のリース債

務含む）
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

関連会社株式(*) 41,182

非上場株式(*) 12,000
(*)市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投資有
価証券（その他有価証券）」には含めておりません。
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　（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

区分 １年以内
（千円）

現金及び預金 1,140,146

受取手形及び売掛金 1,721,711

合計 2,861,858
（※）敷金及び保証金は、返還期日を明確に把握できないため、償還予定額に含めておりま

せん。

　（注）４．短期借入金、社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 2,010,200 － － － － －

社債 － 400,000 － － － －
長期借入金（1年内
返済予定の長期借
入金を含む）

133,000 133,000 133,000 108,000 － －

リース債務（1年内
返済予定のリース
債務を含む）

206,003 159,397 116,851 49,412 － －

合計 2,349,203 692,397 249,851 157,412 － －
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７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 205円43銭
⑵　１株当たりの当期純利益 33円94銭
（注）1株当たりの当期純利益は、当連結会計年度に行いました株式の分割が当連結会計年度の期首に行われ

たと仮定して算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券

子会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに平成28年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年～50年
工具、器具及び備品 ２年～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており
ます。

③　リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当
事業年度負担額を計上しております。

③　退職給付引当金
退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　重要な外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

②　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の
変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17
日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属
設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており
ます。
　なお、この変更に伴う計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用
指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

３．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

①　前事業年度において、区分掲記しておりました「流動資産」の「未
収入金」（当事業年度は78,734千円）及び「前払費用」（当事業年度
は160,335千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度よ
り「その他」に含めております。
②　前事業年度において、区分掲記しておりました「有形固定資産」の
「建物」及び「構築物」は、当事業年度より「建物及び構築物」に要約
表示しております。
③　前事業年度において、区分掲記しておりました「有形固定資産」の
「機械及び装置」（当事業年度は415千円）及び「車両運搬具」（当事
業年度は102,071千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業
年度より「その他」に含めております。
④　前事業年度において、区分掲記しておりました「投資その他の資産」
の「出資金」（当事業年度は210千円）「長期前払費用」（当事業年度
は6,081千円）「破産更生債権等」（当事業年度は480千円）は、金額
的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めており
ます。
⑤　前事業年度において、区分掲記しておりました「流動負債」の「関
係会社短期借入金」（当事業年度は5,382千円）「未払費用」（当事業
年度は201,410千円）「預り金」（当事業年度は30,377千円）は、金
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額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めてお
ります。
⑥　前事業年度において、区分掲記しておりました「固定負債」の「資
産除去債務」（当事業年度は108,458千円）は、金額的重要性が乏しく
なったため、当事業年度より「その他」に含めております。

（損益計算書）
前事業年度において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「社債
利息」（当事業年度は266千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、
当事業年度より「その他」に含めております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物及び構築物 152,136千円
土地 136,392千円

計 288,528千円
②　担保に係る債務

社債 400,000千円

⑵　当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約
　当社は、効率的で安定した運転資金の調達を行うため、取引銀行との間で当座貸越契約及び貸出コミット
メントライン契約を締結しております。当事業年度末におけるこれらの契約に基づく借入未実行残高等は次
のとおりであります。また、貸出コミットメントライン契約には、純資産及び利益について一定の条件の財
務制限条項が付されています。

当座貸越極度額及び貸出コミットメントラインの総額 4,300,000千円
借入実行残高 1,870,000千円

差引合計 2,430,000千円

⑶　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります（区分表示したものを除く）。
①　短期金銭債権 15,721千円
②　短期金銭債務 7,311千円
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
営業収益 2,752,618千円
営業費用 21,350千円

営業取引以外の取引高 7,883千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

該当事項はありません。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 18,982千円
退職給付引当金 122,874千円
資産除去債務 40,223千円
関係会社株式 65,403千円
その他 74,915千円

繰延税金資産　小計 322,399千円
評価性引当額 △120,282千円
繰延税金資産　合計 202,116千円
繰延税金負債

特別償却準備金 △3,297千円
資産除去債務に対応する除去費用 △23,120千円
その他有価証券評価差額金 △1,196千円
その他 △2,638千円

繰延税金負債　合計 △30,252千円
繰延税金資産の純額 171,864千円
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合 関 連 当 事 者 と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社
ジャパンエレベ
ーターサービス
北海道株式会社

所有
直接100.0％

資金の貸付、借入
各種経営指導
役員の兼任

資金の貸付
各種経営指導
利息の受取

234,513
362,804

794
短期貸付金
未収利息

248,148
794

子 会 社
ジャパンエレベ
ーターサービス
城 南 株 式 会 社

所有
直接100.0％

資金の貸付、借入
各種経営指導

役員の兼任

資金の貸付
各種経営指導
利息の受取

199,595
808,342

885
短期貸付金
未収利息

114,610
885

子 会 社
ジャパンエレベ
ーターサービス
城 西 株 式 会 社

所有
直接100.0％

資金の貸付、借入
各種経営指導
役員の兼任

資金の貸付
各種経営指導
利息の受取

280,984
626,544

1,266
短期貸付金
未収利息

251,286
1,266

子 会 社
ジャパンエレベ
ーターサービス
神奈川株式会社

所有
直接100.0％

資金の貸付、借入
各種経営指導
役員の兼任

資金の貸付
各種経営指導
利息の受取

282,608
547,670

1,193
短期貸付金
未収利息

253,063
1,193

子 会 社
ジャパンエレベ
ーターサービス
東 海 株 式 会 社

所有
直接100.0％

資金の貸付、借入
各種経営指導
役員の兼任

資金の貸付
各種経営指導
利息の受取

66,274
10,068

282
短期貸付金
未収利息

33,726
282

子 会 社
ジャパンエレベ
ー タ ー パ ー ツ
株 式 会 社

所有
直接100.0％

資金の貸付、借入
各種経営指導
役員の兼任

資金の貸付
各種経営指導
利息の受取

674,157
103,564

3,432

短期貸付金
長期貸付金
未収利息

597,648
300,000

3,432

子 会 社

J A P A N
E L E V A T O R
S E R V I C E
HONG KONG
C O M P A N Y
L I M I T E D

所有
直接100.0％

資金の援助
役員の兼任

増資の引受
（注2） 21,071 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付については、当社グループのキャッシュマネジメントシステム（ＣＭＳ）における取引で

あり、取引金額は期中平均残高を記載しております。また、利息の利率については、市場金利を勘案
して決定しております。

　　２．増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたものであります。
　　３．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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⑵　役員及び個人主要株主等

種 類 会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関連当事者との
関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会 社 等

ビルマネージメ
ン ト 株 式 会 社
（注2）

－ 営業取引先
保守・保全サ
ービスの提供
（注3）

15,742 売掛金 2,742

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。
2.当社の代表取締役会長兼社長の義弟が議決権のすべてを直接保有しております。
3.保守・保全サービスの提供についての取引条件は、市場価格を勘案して独立第三者と同様の一般的な取

引条件で行っております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たりの純資産額 181円72銭
⑵　１株当たりの当期純利益 34円42銭
（注）1株当たりの当期純利益は、当事業年度に行いました株式の分割が当事業年度の期首に行われたと仮定

して算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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